
平成２７年度　政府予算案（大阪府環境農林水産部関連）の決定内容

平成27年2月23日
大阪府
※ ２月２日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１.都市部の地域特性に応じたエネルギー政策の推進
固定価格買取制度について次のとおり講じられたい
①平成27年度以降の買取価格設定の考え方の早期提示

②平成27年度の買取価格の早期公表

③太陽光については、平成27年度以降も「利潤に対する特別の配慮」を延長

④１件あたりの利潤が少ない中規模太陽光(10～500kW未満)を、非住宅用（10kW以上）太陽光から別区分化し、より利潤を上げやすい買取価格を設定
	◆予算項目以外の状況

・平成２７年度の買取価格の決定時期については、前年度同様、年度末となる見込み。

・「利潤に対する特別の配慮」は、平成27年6月末で終了する見込み。

・買取価格の計算方法、買取区分、期間などを検討する「調達価格等算定委員会」が平成27年1月15日に開催され、以下を議論。年度内に決定する予定。

■ 平成27年度以降の買取価格の設定について

■ 中規模太陽光の別区分について
	

	２．南海トラフ巨大地震への対応
　・防潮堤の液状化対策等に必要な予算の重点配分や現行の全国防災対策費と同等の制度の新規創設・拡充

	◆概算要求の状況　水産庁

○農村漁村地域整備交付金（水産関係分）
　 〔全〕125億6,900万円

	〔全〕100億3,800万円
 H26補正：
〔全〕　4億1,900万円
	

	３.廃棄物の適正処理及び広域化の推進

（１）産業廃棄物の不法投棄等に起因する支障除去に関する費用負担のあり方

・緊急に行政代執行を行う場合に対応した制度設計・運用の改善

・平成28年度以降の法制化を視野に入れた費用負担あり方の検討
	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。

・今後とも国に対して働きかけを実施。
	

	（２）ごみ処理広域化の促進
　　・循環型社会形成推進交付金制度等の
　　　国の財政支援制度において、広域化を

　　　加速化できるような制度の充実


	◆概算要求の状況　環境省

○廃棄物処理施設の整備

　循環型社会形成推進交付金（浄化槽分を除く）　　 

〔全〕684億円　
　　　　　　　　　　　　　　　　（H26：〔全〕４４５億円）
	〔全〕４８１億円
H26補正：〔全〕283億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。

・今後とも国に対して働きかけを実施。
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	４．PM2.5対策の強化
　・PM2.5の健康影響についてのわかり

やすい情報発信
・大気中での挙動や生成メカニズムの解明と国内対策の早期確立

・広域移流に係る影響の低減のため、中国に対し大気汚染防止対策のさらに強い働きかけ
	◆概算要求の状況　環境省
○微小粒子状物質（PM2.5）及び光化学オキシダントの総合的な対策の推進　　　　　　　〔全〕7億1,000万円

　　　　　　　　　　　　（H26：〔全〕5億9,800万円）


	　〔全〕5億9,900万円


	

	
	◆予算項目以外の状況
・「微小粒子状物質に関する専門家会合」において、PM2.5の健康影響について検討中。

・「微小粒子状物質等専門委員会」において、PM2.5の挙動解明に関する文献調査を実施。平成26年12月から、国内対策の手法の平成27年度中の確立に向けた検討を開始。

・平成26年4月に第16回日中韓三カ国環境大臣会合が開催され、大気汚染の改善に三か国で協力することに合意。

	

	５．地球温暖化防止対策推進
（１）地球温暖化対策計画の早期策定

（２）地球温暖化対策推進のための財源措置
	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る計画・制度の創設は見受けられない。

　・今後とも国に対して働きかけを実施。
	

	６．大阪の農林水産業の推進

（1） 都市農業における「農地中間管理事業」の活用と制度拡充

　・生産緑地などへの農地中間管理事業制度

の適用拡充

　・生産緑地などで農地中間管理権を設定し

た場合、相続税納税猶予制度の適用
	◆概算要求の状況　　農林水産省
○農地中間管理機構の本格稼働　　　　〔全〕576億円

　　　　　　　　　　　　　　　（H26：〔全〕305億円）
	〔全〕190億円

H26補正：

〔全〕200億2,900万円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。
　・今後とも国に対して働きかけを実施。
	

	（２）国有農地等管理事務の国への返還

　　・都道府県による国有農地管理事務を廃止し、国において直接管理
	◆予算項目以外の状況

　・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。
　・今後とも国に対して働きかけを実施。
	

	（３）河川改修に伴い改築された井堰の老朽化対策の推進

・河川改修に伴い大型化された井堰の老朽化対策を推進するための、国庫補助事業採択要件の緩和
	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。
・今後とも国に対して働きかけを実施。
	

	（４）ウメ輪紋ウイルスの対策

　・国主体の防疫措置の実施と体制の充実

　・園芸事業継続に向けた措置
	◆概算要求の状況　農林水産省
○重要病害虫の特別防除等（消費・安全対策交付金）

　　　　　　　　　　　※〔全〕24億6,800万円の内数

（H26：〔全〕20億4,800万円）
	〔全〕20億6,200万円

H26補正：

プラムポックスウイルス

根絶対策事業

〔全〕２億2,800万円
	

	（５）農山漁村地域整備交付金事業の財源措置
　・農山漁村地域整備交付金の都道府県配分にあたっての、交付金への依存度が高い本府の状況への配慮

・交付金の当初予算枠の確保
	◆概算要求の状況　農林水産省
○農山漁村地域整備交付金　　　　 　〔全〕1,335億円

（H26:〔全〕1,122億円）


	〔全〕1,067億円

H26補正：〔全〕50億円
	

	
	
	
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	７．大阪湾における適正な栄養塩類の管理
　・富栄養化の防止のみならず、湾・灘ごと、季節ごとの生物多様性・生物生産性も考慮した栄養塩類の適正な管理方策についての明確な指針等の提示
　・栄養塩類管理に係る調査研究の推進。推進にあたっての地方の試験研究機関の活用

	◆概算要求の状況　環境省

○豊かさを実感できる海の再生事業　　　　〔全〕148百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（H26：〔全〕20百万円）
	〔全〕70百万円


	

	
	◆予算項目以外の状況
　・瀬戸内海環境保全基本計画の変更案（平成26年10月）において、湾・灘ごと、季節ごとの地域の実情に応じた、きめ細やかな水質管理に関する検討や取組みの推進について規定。

・平成27年度から、環境省において、科学的な知見に基づく適切な海域管理手法の確立を図るため、瀬戸内海における栄養塩類の実態把握調査を開始予定。

・平成2６年度から３か年計画で、国立環境研究所と地方試験研究機関の共同研究として「沿岸海域環境の物質循環現状把握と変遷解析に関する研究」を実施中。府立環境農林水産総合研究所も参加。
	

	８．動物虐待や生活環境被害発生時の動物の収容取扱

　・飼養者への強制立入りや飼主の所有権制限による保護が可能となる「動物の愛護及び管理に関する法律」の改正


	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。
　・今後とも国に対して働きかけを実施。
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
1　／　3

